
 

 © 2019 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG network of 
independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.  

June 2019 No.19-7 

 会計・監査ダイジェスト 
会計及び監査を巡る動向 2019年6月号 

会計・監査ダイジェストは、日本基準、修正国際基準、国際基準及び米国基準
の会計及び監査の主な動向についての概要を記載したものです。 

 

 

1. 日本基準 

■法令等の改正 

【最終基準】 

該当なし 

 

【公開草案】 

該当なし 

 

■会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ）） 

【最終基準】 

ASBJ、改正「連結財務諸表作成における在外子会社
等の会計処理に関する当面の取扱い」を公表 

ASBJは2019年6月28日、改正実務対応報告第18号「連結
財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関す
る当面の取扱い」（以下、「本改正実務対応報告」）を公表
した。 

本改正実務対応報告により、2018年（平成30年）改正実
務対応報告において検討の対象から除かれていた、国際
財務報告基準第16号「リース」及び米国会計基準会計基
準更新書第2016-02号「リース（Topic 842）」を対象に、
修正項目として追加する項目の有無について検討が行
われた結果、新たな修正項目の追加を行わないこととさ
れた。 

改正実務対応報告第18号は、公表日以後適用
する。 

【あずさ監査法人の関連資料】  
ポイント解説速報（2019年7月5日発行） 

【公開草案】 
該当なし 

 

■監査関連 

【最終基準】 

（1）日本監査役協会、「監査上の主要な検討事項（KAM）
に関するQ＆A集・前編」を公表 

日本監査役協会は2019年6月11日、「監査上の主要な検討
事項（KAM）に関するQ＆A集・前編（以下、「本Q&A

集」）」を公表した。本Q&A集の概要は次の通りである。 

 監査基準の改訂により導入された「監査上の主要
な検討事項」の円滑な導入に向け、監査役等の実務
支援ツールとして公表されている。 

 監査上の主要な検討事項の概要に加え、早期適用
を行う場合に、監査契約の締結及び監査計画の策
定段階において対応が必要な事項についてまとめ
られている。 

本Q&A集に含まれていない、期中の対応、定時
株主総会に向けた対応等については別途Q&A

集の公表が予定されている。 

【あずさ監査法人の関連資料】  
ポイント解説速報（2019年6月12日発行） 

 

（2）金融庁、株式報酬に係る開示規制の見直し等のため
の「金融商品取引法施行令の一部を改正する政令」等を
公表 

金融庁は2019年6月21日、「金融商品取引法施行令の一
部を改正する政令」等（以下、「本改正令等」）を公表し
た。本改正令等の主な内容は以下の通りである。

https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/practical_solution/y2019/2019-0628.html
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/practical_solution/y2019/2019-0628.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/03/jgaap-news-flash-2019-04-01.html
http://www.kansa.or.jp/support/library/accounting/post-206.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/06/jgaap-news-flash-2019-06-12.html
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190621.html
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 近年、経営陣等にインセンティブを付与するための業績
連動報酬として譲渡制限付株式を交付する企業が増加し
ていることを踏まえ、株式報酬に係る開示規制の見直し
が行われている。 

 「会計監査についての情報提供の充実に関する懇談会」報
告書における提言を受け、監査人の異動があった場合の
臨時報告書における開示内容の拡充がされている。 

電子開示手続等を行う場合の電子証明書の使用に関す
る留意事項の見直しがされている。 

株式報酬に係る開示規制の見直しを含む本改正令等は、
2019年6月21日付で公布、2019年7月1日に施行されて
いる。 

臨時報告書における開示内容の拡充を含む本改正令等
は、2019年6月21日付で公布、同日付で施行されている。 

電子開示手続等を行う場合の電子証明書の使用に関
する留意事項の見直しが反映された本改正令等は、
2019年6月21日付で公布、同日付で施行されている。 

 

【公開草案】 

JICPA、「監査報告書に係るQ＆A」の公開草案を公表 

日本公認会計士協会（JICPA）は2019年6月14日、監査基準委員
会研究報告「監査報告書に係るQ＆A」の公開草案（以下、「本
公開草案」）を公表した。本公開草案は、新しい監査報告書の実
務の定着を支援するために、より具体的な解説を提供するQ＆
Aとして作成されたものである。本公開草案の主な内容は次の
通りである。 

 監査基準の改訂に伴う監査報告書の変更点、国際監査基
準に基づく監査報告書との差異、及び英文（日本語以外の
言語）で監査報告書を作成する場合の留意点等について
示している。 

 「監査上の主要な検討事項」の記載にあたって議論となる
領域（内部統制の重要な不備との関係、監査上の主要な検
討事項の個数及び記載量等）について、基本的な考え方、
具体的な解説、及び関連する監査基準委員会報告書との
関係等を示している。 

 監査報告書に「監査上の主要な検討事項」を記載するにあ
たり、財務諸表利用者の理解が深まるようにするために
企業に固有の情報を記載する場合の留意点について、具
体的な例を交えた解説を示している。 

コメントの募集は2019年7月5日に締め切られている。 

【あずさ監査法人の関連資料】  

ポイント解説速報（2019年6月18日発行） 

 

日本基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（日本基準）へ 

 

2. 修正国際基準 

■修正国際基準に関する諸法令等（金融庁） 

【最終基準】 

該当なし 

 

【公開草案】 

該当なし 

 

■会計基準等の公表（ASBJ） 

【最終基準】 

該当なし 

 

【公開草案】 

該当なし 

修正国際基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（修正国際基準）へ 

 

3. 国際基準 

■我が国の任意適用制度に関する諸法令等（金融庁） 

【最終基準】 

該当なし 

 

【公開草案】 

該当なし 

 

■会計基準等の公表（国際会計基準審議会（IASB）、
IFRS解釈指針委員会） 

【最終基準】 

該当なし 

  

【あずさ監査法人の関連資料】  
ポイント解説速報（2019年6月28日発行） 

https://jicpa.or.jp/specialized_field/20190614gjq.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/06/jgaap-news-flash-2019-06-17.html
http://home.kpmg/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2016/05/accounting-standards/jmis.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/06/jgaap-news-flash-2019-06-25.html
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【公開草案】 

IASB、公開草案「IFRS第17号 保険契約の改訂」を公表 

IASBは2019年6月26日、公開草案「IFRS第17号『保険契約』 

の改訂」（以下、「本公開草案」）を公表した。 

IASBはIFRS第17号「保険契約」（以下、「IFRS第17号」）を2017

年5月に公表した後、適用にあたっての課題をモニターすると
と も に 、 適 用 を サ ポ ー ト す る た め の 会 議 体 で あ る TRG

（Transition Resource Group）を設置するなどの支援を行って
きた。一部の利害関係者はIFRS第17号の適用時期や一部の規
定について懸念を示しており、IASBはTRGにおいて確認され
た適用上の課題などを踏まえて審議を重ねた結果、IFRS第17

号の内容を一部改訂する本公開草案を公表した。 

 

本公開草案の主なポイントは、以下の通りである。 

① 提案された8つの改訂論点 

2017年5月に公表されたIFRS第17号の基本的な考え方や内容
について抜本的な変更はされていないが、一部の利害関係者が
懸念を示していた、8つの論点に関して改訂の提案がなされて
いる（IFRS第17号に関する発効日の1年間の延期を含む）。 

② IFRS第17号の年次改善（Annual Improvements） 

2018年6月及び2019年4月のIASBボード会議において暫定決定さ
れた年次改善の項目（投資要素の定義の明確化など）が反映されて
おり、①の改訂論点とあわせてコメント募集の対象とされている。 

コメントの締切りは2019年9月25日である。改訂後の
最終基準となるIFRS第17号は2020年中に公表される
予定で、改訂後のIFRS第17号は2022年1月1日以後に開
始する事業年度より発効する予定である。 

【あずさ監査法人の関連資料】  

ポイント解説速報（2019年7月2日発行） 

 

■監査関連 

該当なし 

IFRSについての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（IFRS）へ 

 

4. 米国基準 

■会計基準等の公表（米国財務会計基準審議会（FASB）） 

【最終基準（会計基準更新書（Accounting Standards Update; 

ASU））】 

該当なし 

【公開草案（会計基準更新書案（ASU案））】 

ASU案「ASCの改訂：金融商品‐信用損失（トピック326）」の
公表（2019年6月27日 FASB） 

本ASU案は、金融商品‐信用損失（ASU第2016-13号）によっ
て改訂される会計基準の内容につき、主に以下の追加的な改訂
を提案するものである。 

 直接償却後の信用状況の改善によるリカバリーは、直接償
却の対象額を限度として信用損失引当金のマイナス残と
して認識するとされているが、この処理は信用棄損した状
態で購入された金融資産にも適用されるものであること
を明確化する。なお、リカバリーのうち信用リスク以外の
理由から生じるディスカウント・プレミアムの未償却残の
戻入れは、信用損失引当金に戻し入れてはならない。 

 ASU第2016-13号の適用開始に際して、過去にリストラク
チャリングの対象とした不良債権につき、期限前返済に
関する見積もりを実効金利の算定に織り込むにあたって
は、当該見積りは新基準移行日時点で行えばよいとする
免除規定を新たに設ける。 

 金融資産の未収利息部分を信用リスクや信用損失関連の
開示における償却原価ベースから除外してもよいとする
免除規定の範囲を有価証券開示における償却原価ベース
まで拡大する。なお本免除規定による場合は、開示から除
外された未収利息の総額（信用損失引当控除後）を別途開
示しなければならない。 

 担保維持条項により信用リスクが保全されている金融資
産については予想信用損失の見積りを対象金融資産の償
却原価と受入担保の公正価値を報告日時点で比較するこ
とによって行うことが認められているが、本免除規定に
よる場合は担保維持条項に従い、今後も適切に担保補充
が行われると見込まれるかどうかの評価が必要であるこ
とが明記された。なお、償却原価が受入担保の公正価値を
上回る部分については予想信用損失の見積りが必要であ
る。償却原価のうち受入担保の公正価値に等しい額につ
いては、不払額はゼロとすることができる。 

コメントの締切りは2019年7月29日である。本ASU案は、
原則としてASU第2016-13号と同時に適用し、ASU第
2016-13号の移行措置の対象に含めることが提案され
ている。ASU第2016-03号をすでに早期適用している場
合、2019年12月15日より後に開始する事業年度及びそ
の期中期間から適用開始とすることが提案されてお
り、早期適用も認めることが提案されている。早期適用
する場合、本ASUの適用に伴う累積的影響額はASU第
2016-13号の適用日に遡って当該時点の期首剰余金を
遡及的に修正することが提案されている。 

■監査関連 

該当なし 

https://www.ifrs.org/news-and-events/2019/06/iasb-consults-on-amendments-to-aid-implementation-of-ifrs-17/
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/07/ifrs-news-flash-2019-06-26.html?n2
http://home.kpmg/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176172900138&acceptedDisclaimer=true
https://www.fasb.org/jsp/FASB/Document_C/DocumentPage?cid=1176168232528&acceptedDisclaimer=true
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米国基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（米国基準）へ 

 

 

http://home.kpmg/jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx


 

 

  

各基準についてのより詳細な情報、過去情報は、
あずさ監査法人のウェブサイトをご確認ください。 

■ あずさ監査法人トップページ（Link） 

■ 日本基準（Link） 

■ 修正国際基準（Link） 

■ IFRS（Link） 

■ 米国基準（Link） 

 

編集・発行  
 

有限責任 あずさ監査法人 

azsa-accounting@jp.kpmg.com 
 

 

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応する
ものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取
られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、
ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査したうえで提案する適
切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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■ 関連資料紹介 
 IFRS要約期中財務諸表ガイド - 開示チェックリスト（2019年4月版） 
 IFRS財務諸表ガイド - 銀行業の開示例（2018年12月版） 
 【書籍】詳細解説 IFRS開示ガイドブック（第2版） 
 【書籍】図解 収益認識基準のしくみ 
 【書籍】論点で学ぶ国際財務報告基準（IFRS）  

 

■ ソーシャルメディアのご紹介 
リサーチ／報告書、解説記事、動画による解説など、 

KPMGの知見を集めた独自コンテンツを発信しています。    home.kpmg/jp/socialmedia 

   

   

■ 会計・監査コンテンツアーカイブのご紹介 

会計・監査コンテンツをトピック別、業種別で絞込み、一覧表示することが
できます。 
home.kpmg/jp/search-tool 

  

 ■ KPMG会計・監査AtoZアプリ 
のご紹介 

あずさ監査法人が提供する会計・監査情
報アプリ「KPMG会計・監査AtoZ」では、
いつでも・どこでも日本基準、修正国
際基準、IFRS、そして米国基準に関す
る会計・監査情報を閲覧できるほか、
動画による解説コンテンツを 視聴す
ることができます。 

KPMGジャパンウェブサイトのアプリ紹介ページ 

home.kpmg/jp/kpmg-atoz 

 

   

https://home.kpmg/jp/ja/services/audit/pages/default.aspx
http://home.kpmg/jp/ja/topics/j-gaap/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/jp/ja/topics/jmis/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/Jp/ja/topics/ifrs/Pages/default.aspx
http://home.kpmg/Jp/ja/topics/us-gaap/Pages/default.aspx
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/06/if-illustrative-disclosures-2019-04.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/06/ifs-disclosures-banks-2016-10.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/04/ifrs-disclosure-guide-book-2.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/02/illustration-new-revenue-recognition.html
https://home.kpmg/jp/ja/home/insights/2019/01/library-ifrs.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
https://home.kpmg.com/jp/ja/home/social.html
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
https://area11.smp.ne.jp/area/table/697/cjZRC6/M?S=oipb2qftj
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/Pages/kpmg-atoz-app.aspx
http://home.kpmg/jp/kpmg-atoz
https://itunes.apple.com/jp/app/kpmg/id900464843?mt=8
https://itunes.apple.com/jp/app/kpmg/id900464843?mt=8
https://play.google.com/store/apps/details?id=com.kpmg.atoz
https://play.google.com/store/apps/details?id=com.kpmg.atoz
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